
令和３年度 第１回甲賀市防災会議 会議結果（概要） 

 

開催日時：令和３年７月１９日（月） 

１０時００分～１０時４５分 

開催場所：甲賀市役所３階 会議室３０１ 

 

１．議題 

  甲賀市地域防災計画の修正について 

  （１）避難情報の発令マニュアルの見直し 

  （２）早期開設の避難場所の運用にかかる災害時職員初動マニュアルの見直し 

 

２．報告事項 

  （１）甲賀市災害時受援計画（案）の概要について 

  （２）令和２年度 甲賀市消防団による土砂災害警戒巡視の結果について 

  （３）避難確保計画作成について 

 

３．出席者 

   出席者 ３９名    欠席者  ６名 

 

   会長 甲賀市長 岩永 裕貴 

   ※議事の進行は、甲賀市防災会議条例第３条３項の規定により会長が行う。 

 

４．傍聴者数 

   １名（その他、報道機関１社） 

 

５．会議資料 

    ・甲賀市地域防災計画修正案の概要 

    ・避難情報の発令マニュアルの見直し【資料１】 

    ・早期開設の避難場所の運用にかかる災害時職員初動マニュアルの見直し 

【資料２】 

    ・甲賀市災害時受援計画（案）の概要について【資料３】 

    ・甲賀市災害時受援計画（案）【資料３－１】 

    ・委員名簿※ 

    ・甲賀市防災会議条例 

    ・甲賀市地域防災計画修正項目一覧表 

    ・『新しい避難情報』（チラシ） 

    ・甲賀市消防団土砂災害警戒巡視結果について 

 

    ※委員名簿については、８月１日付で委員の変更があったため会議時に配布した 

名簿を更新し最新の名簿を送付しております。 
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６．議事の結果概要 

●議事：甲賀市地域防災計画の修正について、以下のとおり事務局から説明を行った。 

  ○修正理由 

   令和元年台風１９号において行政による避難情報がわかりにくいという課題が顕 

在化したことに加え、避難しなかった又は避難が遅れたことによる被災が多発した 

ため、令和３年５月に「災害対策基本法」が改正され、これを踏まえて改定された 

内閣府の「避難情報に関するガイドライン」の内容を反映させるもの。また、近年 

の防災気象情報の新設・変更にかかる関連事項に修正を加えるもの。 

 

○主な修正点 

（１）避難情報の発令マニュアルの見直し【資料１】 

・令和３年５月２０日に施行された改正災害対策基本法を受け、内閣府が令和３年

５月に改定した「避難情報に関するガイドライン」を踏まえ、本市における洪水等・

土砂災害に係る避難情報の発令基準等をとりまとめた「避難勧告等に関するマニュ

アル」を今回「避難情報の発令マニュアル」として修正するもの。        

・主な変更点としては、避難勧告と避難指示を一本化し、同じ警戒レベル４避難指

示として発令するもの。 

 

（２）早期開設の避難場所の運用にかかる災害時職員初動マニュアルの見直し【資料２】 

・市民の早めの立退き避難を促すため、おおむね２３小学校区ごとに公共施設を

「早期開設の避難場所」とし、事前予測が可能な台風などの災害に際して開設する。

運用にあたっては、「災害時職員初動マニュアル」の風水害時の配備基準を見直し、

警戒体制第１号体制ならびに第２号体制にそれぞれ、「早期開設の避難場所」の運

用区分を設け、職員の動員配備数を見直すもの。 

・また、台風対応時の事前行動計画（タイムライン）を作成し、対応時の判断に資

するもの。 

 

 

※結論：質疑応答なし 事務局原案のとおり承認 

 

 

７．報告事項 

●報告：以下のとおり事務局から報告を行った。 

（１）甲賀市災害時受援計画（案）の概要について【資料３、資料３－１】 

・災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４２条第４項の規定に基づき、

災害時において他の官民関係機関等から人的・物的な支援を迅速・的確に受け入れ

るため、効果的な調整と調達を行う対策に関する事項を定めた「甲賀市災害時受援

計画」について、令和３年２月の防災会議や令和３年５月の議会総務常任委員会な

どでの意見を踏まえ必要な修正を行うもの。 

 



（２）令和２年度 甲賀市消防団による土砂災害警戒巡視の結果について 

・地域住民の早期避難につなげるために、消防団員が避難行動を促す地域リーダー

として、令和２年７月から１０月にかけて土砂災害特別警戒区域を巡視した。その

結果を報告書にまとめ、令和３年７月の区長文書で全区に配布するとともに、注意

が必要な個所については区域図を添付し、住民への啓発を行うもの。 

 

（３）避難確保計画作成について 

・平成２９年度に義務化された要配慮者利用施設の避難確保計画作成について、令

和３年２月の防災会議で承認を得て、対象施設を防災計画に追加した。本年度は避

難確保計画の作成支援を強化していく。 

令和３年３月：庁内担当者研修会の開催 

（滋賀県 砂防課流域政策局流域治水政策室） 

令和３年６･７月：対象となる社会福祉法人等４８法人１１３施設に作成状況を照 

         会 

令和３年８月：法人向けの説明会を開催予定 

 

８．その他全体を通していただいたご意見等 

  ＊委）＝委員  回）＝事務局等の回答  会）＝会長（市長） 

 

  委）地域防災計画について、地域にとって必要数が行き渡るよう配布をお願いしたい。 

    また、計画の中に自治振興会も含めていただき、活動をしていきたい。 

 

  回）地域防災計画の配布については、現在、防災会議委員、区自治会長様、自治振興 

会長様宛に１冊ずつ配布している。 

印刷部数の関係でご希望数を地域に配布はしていないが、ホームページで公開し 

ている PDF をご覧いただくようご案内している。 

どうしても印刷をしたいということであれば、印刷用のデータをご準備させてい 

ただくので、お手数ですがそちらをご利用いただきたい。 

地域防災計画での自治振興会の位置づけについては、今後さらに具体的な防災活 

動上の位置づけを今後さらに具体的に検討を進めていかなければならないと考え 

ている。貴重なご意見として承り庁内での検討を進めていきたい。 

 

  委）市ホームページに掲載中のリスクレベルについて、4月 25 日から更新がない。 

    現在のリスクレベルかどうか分かりにくいため、表示方法を工夫いただきたい。 

 

  回）市のリスクレベルについては、4月中旬から変更はない。 

    時点で修正をかけるよう検討する。ご意見ありがとうございました。 

 

  会）見せ方の工夫についてしっかり改善をしていきたい。貴重なご意見ありがとうご 

ざいました。 


